
天竜区特別委員会  現地調査 
2026/4/27 

特定非営利活動法人耕 
代表理事　藤原博俊 

1. NPO法人耕の概要 
• 山の中で子育て世代が暮らせる環境を作る事を目的として、子育て・住む場所・働く場所に焦点
を当てて、2021年から設立準備を開始して2022（R4）/5/11にNPO法人耕を設立しました。 

• 現在、正会員数は30人（理事４人）で全員が熊在住者です。総会を年１回、理事会は毎月開催し
て、耕の活動のPDCAを回しています。浜松市から借り受けた熊幼稚園旧園舎のリフォーム用の
借入金の返済のために、理事としての活動はボランティアです。 

• 2024(R6)/12、特例認定NPO法人の申請をして所轄庁から承認をいただきました。現在全国で
約5万のNPO法人がありますが、その中の２.６％が特別なステータスを持つ法人として認められ
ています（2024年資料）。私達の活動そのものが社会課題の解決に大きな役割を果たしている
事を内外に宣言して、活動を活性化させることが目的です。現在は、認定NPO法人を目指して、
要件である一定の寄附金募集活動の真っ最中です。 

• NPO法人夢未来くんまが浜松市の交付金をいただいて5年間活動してきた「健康長寿の邑くん
ま」事業を、交付金終了を受けて2025(R7)/4からNPO法人耕が事業を継承して、ノルディッ
ク・ウォークや６次産業の萌芽としてのジャムやシロップの製造販売を私達の活動として行い、
市街地の皆さんとの交流を継続発展させています。 

• また、2025(R7)/5の通常総会で、「あきやを託すくんま基金」を設立しました。住む場所とし
ての空き家についての今後の活動を支援する布石の一つです。 

• 現在、地域プラットフォーム「くんまから」というサイトhttps://www.kunmakara.orgを整
備しています。まだベータ版ですが、下記QRコードからアクセスできます。私達の活動を含めて
地域内外の皆さんと連携して活動できる情報基盤として活用していく予定で、来年2月リリース
を目指しています。 

2. 熊幼稚園旧園舎の利活用 
• 2022（R4）/11に熊幼稚園旧園舎を浜松市から借り受けてリフォームを行い、2023(R5)/4/
15に「リトルベア」という名前で施設の営業を開始しました。しかし、カフェ開業から間もない
6月に県道9号線の崩落により丸々1年間、狭隘な迂回路の利用を余儀なくされる事態となり、
「リトルベア」事業の進捗に大きな影響を及ぼしました。翌年6月に県道は復旧しましたが、カ
フェの営業日を土・日・月・祝に短縮する事態は現在も続いています。 
• 「リトルベア」での活動は、私どものフラッグシップともいえるものですので、カフェは営業的
には赤字ですが、その他の耕の活動によってなんとか継続させています。 
• リトルベアは、カフェ以外に「地域内外の皆さんの交流の場としてのフリースペース」と「天竜
保育ママ制度」の保育する場として利活用しています。2027(R9)からは、放課後児童教室の施
設としても利活用する計画です。 
• また、今後は地域内外の高齢者の皆さんが集う場所の一つとして、ディサービスとは異なる場と
しての利活用も開発していく予定です。 

スマホでご覧の方は、「アプリをインストール」 
もしくは「ホーム画面に追加」をしてください。 
アイコンを登録する事で次回から簡単にアクセスできます
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3. 事業実施における現状と今後の課題 

① 熊幼稚園旧園舎の借り受けと合わせて、NPO法人夢未来くんまから引き継いだ形で旧教職員住
宅（ハイツ若葉）も借り受けてお試し住宅としての活用をしてきましたが、実情はアパート賃貸
借に近いことが判明した事と、施設利活用に関して浜松市による主体的な関与や支援が得られ
なかった事により、この施設をNPO法人耕が利活用することは断念して、昨年契約を解約しま
した。この事例は個別の問題にとどまらず、浜松市内に点在する遊休公共資産の活用のあり方
そのものに関わる課題であると感じています。現状のように明確な活用ルールや行政の関与が
不十分なままでは、結果として施設が使われないまま老朽化していくことが懸念されます。民
間活用を進める上では、単なる「委ねる」仕組みではなく、地域が主体的に関わりながら一定
の投資や運営を行えるような制度設計や支援体制が不可欠です。とりわけ中山間地域において
は、立地条件の制約の反面、自然環境や地域資源といった価値も有しており、それらを活かす
視点が重要であると考えます。こうした遊休資産の利活用について、浜松市としての基本方針や
支援の枠組みを整理し、地域と連携した実効性のある仕組みづくりを進めていただくことを期
待します。 

② あわせて、地域活動を担う団体の持続性という観点から、税制面での課題についても問題提起
させていただきます。NPO法人耕は、地域活動を中心とした事業運営を行っていますが、現状
は営業赤字の状況にあります。そのような中においても、昨年度は国税が非課税であった一
方、県民税の均等割29,400円、市民税の均等割50,600円が課税されました。地域における「共
助」や「自助」の担い手として活動している団体に対し、財務状況にかかわらず一定額の課税
が行われる現行制度は再検討する必要があると感じています。特に、創業期や活動基盤が脆弱
な段階にある団体にとっては、こうした固定的な負担が継続の大きな障壁となり得ます。自治
体が掲げる「公助・共助・自助」の理念を実効性あるものとするためには、共助・自助の役割
を担う団体に対して、単なる規制や負担の対象としてではなく、育成・支援の対象として位置
づける視点が重要ではないでしょうか。例えば、一定の条件下における均等割の減免措置な
ど、いわば自治体が「インキュベーター」としての役割を果たす仕組みが求められていると考
えます。社会課題が複雑化する中、地域の担い手の存在はこれまで以上に重要になっていま
す。こうした団体が持続的に活動できる環境整備について、ぜひ前向きな検討をお願いします。 

③ 根本的な課題としては、天竜区以外に住む浜松市民の多くにとって、天竜区の現状や将来を
「自分ごと」として捉えることの難しさです。中山間地域における暮らしは年々厳しさを増
し、地域の営みそのものが痩せ細ってきています。このままでは、将来の浜松市の子どもたち
に、豊かな森林環境や農山村の暮らしを残す事は困難です。一方で、市民の大多数がこの現実
を実感しにくい状況にあること自体を責めるつもりはありませんが、この距離感が解消されな
いままでは、どれほど個別の施策を講じても、一過性の取り組みになるのではないかと感じて
います。天竜区の景観や森林、水資源、そして農山村文化は、地域固有のものにとどまらず、浜
松市全体の持続可能性を支える基盤でもあります。これらを守り、次世代に引き継ぐことは、
本来、市全体で共有すべき重要なテーマですので、天竜区の課題に対して他地域選出の議員の
皆様が主体的に関わることは、各選挙区の市民から理解と評価を得られる重要な取り組みにな
り得るのではないでしょうか。特別委員会に求められるのは、最終的には「成果」であると考
えます。ぜひ、天竜区の現状と可能性を、市全体の課題として捉え直す視点を持った仕組みづ
くりに天竜区の住民と一緒に取り組んでいただくことを期待しております。
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